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平成２６年１０月８日 

福島県知事選立候補予定者への公開質問 
 

     東日本大震災による原発事故被災者支援弁護団（原発被災者弁護団） 

                団 長 弁護士  丸  山  輝  久 

   （連絡先）〒105-0001 東京都港区虎ノ門１－８－１６ 第２升本ビル５階 

                   TEL 03-3502-8507 FAX 03-3502-8555 

E-mail: genbengodan@gmail.com 

 

 福島県知事選立候補予定者の方々のご見解をうかがいたく，以下の質問へのご回答をお願い申し

上げます。 

 いただいたご回答（ご回答をいただけなかった場合はその旨）は，適宜編集の上で，当弁護団の

ホームページに掲載することを予定しております。 

 

 回答は，平成２６年１０月１７日までに上記の当弁護団事務局にお願い致します。 

 

① 原発事故に関し，東京電力は，国に提出した新・総合特別事業計画で「和解案の尊重」を誓約

していながら，原子力損害賠償紛争解決センターから提示された和解案について，複数の事案（飯

舘村蕨平集団申立て，浪江町集団申立て等）で拒否回答を行っています。 

  県知事に当選されたら，この問題について，国や東京電力に対して和解案受諾に向けた働きか

けをする予定はありますか。 

  ア）ある   イ）ない   ウ）その他（                    ） 

 

② 原子力損害賠償紛争審査会が行っている原子力損害の調査（原賠法１８条２項３号），すなわ

ち原発事故の被害実態の調査について，その方法も内容も不十分であるとの指摘がなされていま

す（代表的なものとして，法学・経済学等の社会科学研究者１９１名が平成２５年１０月２２日

に意見書を提出しています）。 

  この点について，原発事故の被害実態の調査は十分に行われているとお考えですか。 

  ア）十分に行われている  イ）十分に行われていない ウ）調査内容について知らない 

  エ）その他（                                 ） 

 

  イ）の場合，改善のための施策や働きかけを具体的に検討されている場合には，以下に記載を

お願いします。 

  （                                         ） 

 

③ 国の原子力損害賠償紛争審査会が示している，原発事故の賠償についての中間指針や追補は，

被害者の生活再建・事業再建にとって十分な水準の賠償を認めているとお考えですか。 
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 ア）十分である  イ）十分でない  ウ）その他（                  ） 

 

  県知事に当選されたら，中間指針・追補の見直し（センターに対する各種申立てで明らかにな

った，中間指針で十分考慮されていない被害実態への対応や，後述の自主的避難等対象区域，南

相馬市鹿島区，旧緊急時避難準備区域等での賠償の打ち切り問題等）について，審査会に対して

何らかの働きかけをする予定はありますか。 

  ア）ある   イ）ない  ウ）その他（                     ） 

 

④ いわゆる自主的避難等対象区域の住民に対しては，東京電力への直接請求では，「妊婦・１８

歳以下の子ども」以外の成人については，１人１２万円の賠償しかなされていません。 

  自主的避難等対象区域の住民に対する賠償は十分なものとお考えですか。 

  ア）十分である  イ）十分でない  ウ）その他（                ） 

 

  イ）の場合，改善のための施策や働きかけを具体的に検討されている場合には，以下に記載を

お願いします。 

  （                                         ） 

 

⑤ 現在，政府の避難指示等の有無・種別によって，賠償に大きな格差が生じています。例えば，

南相馬市鹿島区（平成２３年３月に南相馬市による一時避難要請があった）では，賠償は平成２

３年９月で原則として打ち切られており，旧緊急時避難準備区域では，賠償は平成２４年８月で

原則として打ち切られています。 

  これらの地域の住民に対する賠償は十分なものとお考えですか。 

  ア）十分である  イ）十分でない  ウ）その他（                 ） 

 

  イ）の場合，改善のための施策や働きかけを具体的に検討されている場合には，以下に記載を

お願いします。 

  （                                         ） 

 

⑥ 避難指示区域（帰還困難区域・居住制限区域・避難指示解除準備区域）や特定避難勧奨地点の

解除時期・解除の条件について，国が現在予定している解除時期や想定している解除条件は，適

切なものとお考えですか。 

  ア）適切である イ）適切でない ウ）その他（                  ） 

 

  イ）の場合，改善のための施策や働きかけを具体的に検討されている場合には，以下に記載を

お願いします。 

  （                                         ） 
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⑦ 災害救助法に基づく応急仮設住宅の供与期間は，平成２８年３月末までの延長しか決まってい

ません。避難指示区域・自主的避難等対象区域を問わず福島県からの避難者の中には，その後も

避難を継続せざるを得ない状況の方が多くなると思われますが，県知事に当選されたら，そうい

った避難者の住宅の問題等について，支援を行う予定はありますか。 

  ア）ある イ）ない ウ）その他（                        ） 

 

  ア）の場合，支援を具体的に検討されている場合には，以下に記載をお願いします。 

  （                                         ） 

 

⑧ 現在国や市町村が福島県内で行っている除染について，山林・農地の除染の問題も含めて，十

分なものとお考えですか。 

  ア）十分である イ）十分でない ウ）その他（                   ） 

 

  イ）の場合，改善のための施策や働きかけを具体的に検討されている場合には，以下に記載を

お願いします。 

  （                                         ） 

 

⑨ 現在福島県が実施している「福島県民健康管理調査」について，その調査方法や調査内容は妥

当なものとお考えですか。 

  ア）妥当である  イ）妥当でない ウ）その他（                   ） 

 

  イ）の場合，改善のための施策や働きかけを具体的に検討されている場合には，以下に記載を

お願いします。 

  （                                         ） 

 

 

平成２６年１０月   日 

 

回 答 者                      ○印       

 

以 上 


